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WHO出張報告：
人材改革の最新動向と、国際保健キャリアをめざす皆さまへの展望

６年ぶりに国連欧州本部 大会議場で開催された WHO 総会

　WHO でのキャリアをめざす皆さまに、いま大

きな転換点が訪れています。WHO が未曽有の財

政難を背景に大規模な組織再編を進める中、採用

環境はこれまでの常識が通用しない新しい局面に

入りつつあります。

　2026 年 5 月 13 ～ 15 日にジュネーブで開催

された WHO 執行理事会事業・予算・人材分科会

（PBAC）では、組織再編と人材改革に関する重要

な議論が行われました。センター長は日本政府代

表団アドバイザーとして参加し、会場での審議に

加えて、WHO 人材部および人材部の幹部と直接

意見交換を行いました。今回の会合は、翌週 18

日から始まる WHO 総会に向けて、事業・予算・

人材に関する重要事項を事前審議する場であり、

国際機関で働くことをめざす皆さまにとっても大

きな意味を持つ内容が多く含まれていました。

　
2026 年度　第 1 回アドバイザリーグループ会議報告
　グローバルヘルス人材戦略センター 2026 年度第 1 回アドバイザリー

グループ会議は、2026 年 5 月8日にハイブリッド形式で開催されました。

会議では、アドバイザリーグループの構成、令和 7（2025）年度年次活

動報告、人材登録・検索システムとホームページの改修、変貌するグロー

バルヘルスと人材へのインパクトについて報告が行われるとともに、セ

ンターの戦略的取り組みと令和 8（2026）年度活動計画について協議し

ました。

　報告事項では、刊行されたばかりの「グローバルヘルス人材戦略セン

ター 令和 7 年度年次報告書（2025 Annual Report）」の概要が共有され、

続いてセンターが作成した背景資料「変貌するグローバルヘルスと人材

へのインパクト」について説明と協議が行われました。

　背景資料では、急速に変化するグローバルヘルス環境の中で、国際機

関を取り巻く構造変化と人材ニーズの転換が進んでいることが示されま

した。国際保健資金（DAH）は 2021 年から 2025 年にかけて大幅に縮

小し、グローバルヘルス人材の大きな受け皿となってきた WHO では大

規模な組織改編と職員調整（削減）が進められています。2026 年 6 月

には 2025 年 1 月と比べて職員数は 2,400 名（22％）減少すると見込

まれています。一方、人員調整が終わった UNICEF は比較的活発に採用

を継続しているものの、常勤職員ではなくコンサルタント（特定業務を

行う非正雇用職員）の比率が高まっています。更に WHO を中心に医療

系専門職が中途参入する難度は高まっていると報告されました。（詳し

くはこのニュースレターの「WHO 出張報告：人材改革の最新動向と、

国際保健キャリアをめざす皆さまへの展望」を合わせてご覧ください。）

　こうした変化の背景には、グローバルヘルス・アーキテクチャ（GHA）

の再編があります。現在の改革は、①資金効率化、②主権・製造強化、

③国際機関改革、④理念・規範形成の 4 つの領域で整理され、いずれも

国連の相対的な地位低下と非国連アクターの台頭を示しています。その

結果、人材需給は質・量の両面で大きく変化しており、従来の「国連中心」

のキャリア観だけでは対応が難しくなっていることが示されました。

　これらにより、今後は、制度設計、保健財政、ガバナンス、危機管理、デー

タ・評価、国際政治など、横断的なスキルを備えた人材が一層求められ

ることも示されました。センターが最近実施した WHO UHC ハブの職員

募集説明会でも、邦人求職者の経験とのギャップが明らかになっており、

今回の会議では、国連中心の支援モデルのどこを維持し、どこを転換す

るか、制度・財政・ガバナンスを扱える人材をどのように確保・育成するか、

　会場では、職員数の 23% 削減という歴史的な改革が最終段階に達した

と報告されるとともに、6 月以降の新規募集再開という明るい兆しも示さ

れました。一方で、人材部との意見交換では、採用プロセスの優先順位や

契約形態の変更、AI 普及による選考方法の変化の可能性など、これから国

際機関を目指す皆さまにとって看過できない “ 新しい現実 ” が次々と明ら

かになりました。

　このメッセージでは、現地で得た最新情報をもとに、皆さまのキャリア

形成に直結するポイントをお伝えしたいと思います。 ■ P. 2 に続く▶︎

P. 2 に続く▶︎
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新しい人材像をどのように社会に発

信していくかについて、アドバイザー

から助言をいただきました。

　協議では、センターが示した人材

を取り巻く動向分析はおおむね妥当

であり、求められる人材像も今後変

化していくとの認識が共有されまし

た。また、この認識を関係者の間で

広く共有するとともに、現在グロー

バルヘルス分野で活動している人材

に対しては、リスキリングの機会を

確保する必要があるとの意見が出さ

れました。新たな人材ソースとして

は、公的セクターでは財政関係省庁

▶︎ 2026 年度 第 1 回アドバイザリーグループ会議報告　P. 1 からの続き

や公的研究機関、民間ではコンサルティングファームなどで活躍する人

材が、有望なタレントプールになり得るとの指摘もありました。

　これらを踏まえ、年次活動計画については必要に応じて修正を加えな

がら実施を開始し、秋に予定されている第 2 回アドバイザリーグループ

WHO の人員削減は最終局面へ
― 新規募集は再開へ向かうが、採用環境は「以前とは違う」

▶︎ ■ WHO 出張報告　P. 1 からの続き

ただし、採用の門戸は「広く開く」わけではない
― タレントプール → 現職 → 外部応募 の順で選考

　WHO 人材部との面談では、採用プロセスの実態について率直な説明が

ありました。採用プロセスでは次の優先順位で進みます。

1.	 2025 年 1 月以降の再編により強制的にに解雇された者（元職員タ

レントプール）

契約形態も大きく変わる
― 新規採用者は原則 6 〜 12 ヶ月の有期契約

　今後の公募では、

	⿟ 契約形態（Fixed Term/Temporary Appointment）が公募票に記載

されない

	⿟ 新・旧職員を採用する場合は「以前の契約形態」を適用

	⿟ 新規採用者は最長1年の Temporary Appointment

という運用になります。つまり、「P ポストの FT に直接応募できる」時代

とは大きく異なる採用環境に移行していくということです。

AI の普及が採用プロセスを根本から変えつつある
― 履歴書・筆記試験・オンライン面接の “ 前提 ” が変わる

　人材部との議論では、AI の影響が極めて大きいことが強調されました。

	⿟ 履歴書の完成度が AI により均質化

	⿟ 筆記試験の質も AI で底上げされ、差別化が難しい

	⿟ オンライン面接では AI 支援ツールを使う応募者が増加

	⿟ 「AIを使える人が実力以上に評価される」リスクが顕在化

　このため、幹部ポストでは対面面接への回帰が進んでいますが、ジュ

ニアポストで同様の運用が可能かは不透明です。採用プロセスそのもの

が、今後さらに見直される可能性があります。

   2026 年度 活動計画

4 月
・年間計画作成
・ 厚生労働省他主要パートナーと連携確認
・ 事業委託公募準備

5 月

・ 第 1 回アドバーリーグループ会議
・ WHO 他国際的組織訪問等による情報収集・ 分析・ 解析
・ 公募調達委員会説明
・ 令和 7 年度邦人職員数調査まとめと解析
・ 第 1 回班会議
・ ニュースレター発行

【関連行事】WHO 総会（5 月 12 日～ 24 日：ジュネーブ）

6 月
・ 委託業者決定と契約
・ メンタリング（重点候補の同定開始）
・ 在 NYUN 機関状況調査

7 月
・ 決定委託先と活動計画の詳細を決定
・ バーチャル meeting1

8 月
・ 重点候補の同定と研修（売り込み）
・ 計画策定 with 委託先
・ 邦人調査を中心とする論文執筆 → 国際臨床医学会雑誌へ（12 月刊行）

9 月

・ ニュースレター発行
・ センター WS（キャリアセミナー）第 1 回
・ 第 2 回アドバイザリー会議開催
・ 第 2 回班会議

10 月
・バーチャル meeting2
・ 重点候補の exposure 事業としての WHS または RCM への参加支援

【関連行事】World Health Summit （10 月 10 日～ 14 日：ベルリン）

11 月

・センター WS（キャリアセミナー）第２回
・ GH 合同大会（スポンサーブースまたは WS）（11 月 27 日〜 29 日：
大宮ソニックシティ）

【関連行事】日中韓保健大臣会議（未定）

12 月
・ ニュースレター発行
・ GoUN ワークショップ　（12 月 5 日～ 6 日 or 12 日～ 13 日）

2027
1 月

・ WHO 他国際的組織訪問等による情報収集・ 分析・ 解析
・ 重点候補の国際会議 exposure 支援

【関連行事】WHO 執行理事会　（未定）

2 月
・ 各種報告書作成
・ バーチャル meeting3

【関連行事】WPRO 訪問（未定）2027 活動協議

3 月

・ ニュースレター発行
・ 研究班総括報告書のとりまとめ
・ 論文執筆
・ 令和 8 年度邦人職員数調査開始

会議でさらに検討することを前提に承認されました。また、背景資料は

人材需給を包括的に整理した有益な分析であり、関係者が広くアクセス

できるようにすることが望ましいとの意見もありました。今後は、学会

誌への投稿も含め、発信のあり方を検討していく予定です。

2.	 現職員の異動希望者

3.	 外部応募者（新規参入者）

　今回の再編で職を失った、加えて、これから職を失う可能性のある長期

勤続職員については、WHO 側に「再配置義務」があるため、まずタレン

トプール、次いで現職者から適任者を探すという仕組みが徹底されます。

そのため、外部からの応募者が最初から対等な立場で選考されるわけでは

なく、新・旧職員で該当者がいない場合に限り考慮されます。この点は、

これから WHO を目指す皆さまにとって重要な現実です。

　PBAC に提出された「Human 

resources: annual report（資料

A79/21 と A79/21 Add.1）」に

よれば、

	⿟ 2025 年 末 の 職 員数は 

8,569 名（前年比 9.4％減）

	⿟ 2026 年 6 月末の最終目

標は 7,238 名（23％減）

という、WHO 史上でも例を見

ない規模の人員削減が進んで

います。

　しかし、6 月末で削減フェー

ズ は 一 段 落 し、 新 規 募 集・

JPO・インターンの再開が見込

まれるとの説明がありました。さらに、A79/21 Add.1 では、予算が確保さ

れれば最大 368 名の追加採用の可能性も記載されています。

　日本政府代表団としては、長年の課題である日本人職員のアンダープレゼ

ンテーションがさらに悪化しないよう要請し、WHO 側からもグローバルヘ

ルス人材戦略センター創設などの日本の取り組みへの評価が示されました。
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国際保健キャリアをめざす皆さまへの示唆
― これまでの常識に基づく戦略では不十分

　今回の議論から見えてくるのは、「採用数は戻るが、絶対数は従前より

少なく採用の質とプロセスは大きく変わる可能性がある」 という現実です。

　特に重要なのは次の点です。

	⿟ コンサルタントや有期契約職員といった短期契約からキャリアを積

み上げるという覚悟を持つこと

	⿟ AI 時代の履歴書・筆記試験の新しい作法を理解すること

	⿟ 該当者あるいは現職者はタレントプールや内部異動の仕組みを踏ま

えた応募戦略を立てること　（自己都合／早期退職者はタレントプー

ルに入れない）

	⿟ 対面面接の復活を見据え、実践的な面接力を磨くこと

最後に
― 変化は不安であると同時に、新しいチャンスの始まりでもある

　WHO の組織改革は大きな変化を伴いますが、新しいキャリアの入口が

再び開きつつあることも事実。だが、内容は大きな変化がある見込み。

　グローバルヘルス人材センターとしては、

	⿟ 最新の採用動向を迅速に収集

	⿟ 必要な助言を適切なタイミングで提供

	⿟ AI 時代に対応した GoUN プログラムの見直し

を進め、皆さまの挑戦をこれまで以上に力強く支えてまいります。

■ 人材登録のお願い

5 月 20 日現在、1,051 名の方が人材登録・検索システムに登録されており、ご希望に応じた空席情報がマッチング・メールで配信され
るほか、研修会などの各種情報が届くようになっています。人材登録・検索システムの使い方に関する動画も登録ページに掲載しています。
未登録の方は登録されますようお願いします。　https://hrc-gh-system.ncgm.go.jp/

　

　
− WHO UHC ハブ　コンサルタント採用への支援 − 

　日本政府は、WHO および世界銀行と連携し、低・中所得国の保健財

政の持続可能性を高めるプロジェクトを開始しました。この取り組みに

関連して、WHO は日本語でのコミュニケーションにも対応できるコンサ

ルタントの候補者を探索しているが、なかなか適任者が見つからないと

の相談を受けました。そこで人材センターでは、2026 年 4 月 13 日にバー

チャル説明会を開催したところ、135 名の参加がありました。そのうち

24 名が履歴書を提出し、WHO はその中から面接を実施した結果、有為

な人材を採用できたとの報告を受けています。今後も同様の機会があれ

ば、引き続き協力し、日本から国際機関で働く人材の拡大につなげてい

きたいと考えています。また、センターのホームページには「国内機関

で働く」のページを設け、国際保健分野に関連する国内ポストの情報を

掲載しています。関心のある方は参考にしていただければと思います。

− WHO アカデミー（リヨン）訪問報告 −
■ 国際保健人材育成の新たな拠点としての可能性
　WHO 総会出席のためジュネーブを訪れていた中谷センター長は、

2026 年 5 月 12 日、フランス・リヨンに新設された WHO アカデミー

（WHO Academy）を訪問しました。アカデミーは、WHO が策定する

各種規範の普及や、公衆衛生人材の育成を目的として整備された国際

的な研修拠点であり、2024 年 12 月に正式開所したばかりです。

　施設はリヨン市内のサイエンスパークに位置し、周囲には WHO の

がん研究機関（IARC）や、ファイザー、バイオメリューなどの製薬企

業研究所が集積するバイオクラスターが形成されています。建物は 8

階建で、地下には熱帯雨林環境や多傷病者対応など、さまざまな危機

状況を再現できる大規模シミュレーションセンターが整備されており、

実践的な研修が可能です。

　オンライン学習については、WHO 本部や IARC が作成した教材をも

とに、多言語で受講できる遠隔学習プログラムが提供されています。

例えば、公式サイトでは 257 の英語コースが公開されており、国際保

健分野の学習機会として幅広く活用できる内容となっています。

　一方で、アカデミーは財政面で厳しい状況にあり、運営費や人件費

の確保に課題を抱えているとの説明もありました。そのため、大学や

研究機関との人事交流や短期派遣、教育面での協力に強い関心を示し

ており、教員・研究者の短期滞在（手弁当での来訪を含む）も歓迎し

ているとのことでした。

　WHO アカデミーは、世界の公衆衛生人材育成を支える新たな国際教

育拠点として、今後、日本の大学・研究機関にとっても多様な連携の

可能性を広げる場となることが期待されます。関心のある方は、ぜひ

センターまでお問い合わせください。アカデミーの担当者におつなぎ

いたします。

　また、センターにとっては、国際機関での活動を希望する方、ある

いは、既に職員になられた方のリスキリングの機会を提供いただける

可能性のある機関として注視していこうと思っています。

WHO Academy 正面玄関にて、Dr. Bart Janssens 研修部門主任（右）と
中谷比呂樹グローバルヘルス人材戦略センター長（左）

　これらは、これから国際保健の道に踏み出そうとする皆さまにとって、

避けて通れないポイントです。


